
—  1  —

Vol.226 CONTENTS BRIEFING 

～本号記事の概要説明～ 

 
協会動向 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3  

 

「2023 年度 定時総会」開催  
  本年度の定時総会も、昨年に引き続き賛助会員の皆様にも参加をいただき、

例年通りの開催となりました。主な議案は「2022 年度事業報告書」「2023 年

度事業計画及び収支予算」の報告、「2022 年度決算報告書」の承認及び一部の

役員の退任に伴う選任で、すべて原案通り承認されました。本号にはそれらの

議案内容を掲載しております。 
 
「2023 年度 組織運営体制」 
  2023 年度 組織体制図、役員名簿、各委員会、専門部会、研究会・WG の名

簿を掲載しております。昨年度中に新たな組織として、「物流問題研究会」の

傘下に「長時間待機・付帯作業検討 WG」、「共通プラットフォーム構築専門部

会」の傘下に「商談支援システム事業化検討専門部会」をそれぞれ設置しまし

た。物流テーマの検討 WG については、納品リードタイム延長問題検討 WG
に次いで、具体的テーマの検討を行います。また、小売業に対する商談・見積

り業務を卸・メーカー間のシステム化により効率化を目指す「商談支援システ

ム」についても実装に向けた検討を行います。その他の委員会、専門部会、研

究会・WG についても昨年同様の活動を行うこととしておりますので、委員の

皆様には普段の忙しい業務の中での活動となりますが、どうぞよろしくお願

いいたします。 
 
シリーズ「食品業界における SDGs 対応について」（３） ・・・・・・・P40  
 
 第 3 回 「人権問題」 
  サステナビリティ研究会 SDGs 分科会のレポート「食品卸売業における

SDGs 対応について」、第３回目は「人権問題」です。政府は 2020 年に「ビジ

ネスと人権に関する行動計画」を策定し、企業規模や業種に関わらず、すべて

の企業がこの行動原則に基づき人権への対応を行うよう期待するとしており、

人権への対応は企業活動を行う上で欠かせない取組みになっています。ここ

では人権問題の基礎となる影響範囲の広がりや、取組みが求められる内容に

ついて解説しています。 
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品ロスの現状と提言をまとめていただきましたので、ご確認ください。 

 
シリーズ「消費税インボイス制度への対応」（１０）  ・・・・・・・・・P37 

  本年 10 月の「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」導入が間近とな

ってきました。当協会では「インボイス制度対応専門部会」がまとめた「イ

ンボイス制度対応：企業間取引の手引き」を既に昨年３月に公開しており、

現状各社での準備が進んでいる状況です。協会としての残されたテーマは、

業界間での運用に様々なパターンが生じないよう、当業界としての基本的な

運用方法を周知することで、様々な説明会を通じて発信しております。それ

らの対応状況を報告します。 

 

「環境問題アンケート実施結果」報告 ・・・・・・・・・・・・・・・・P40 

  当協会のサステナビリティ研究会環境問題分科会が昨年度取りまとめた

「加工食品卸売業に於ける環境問題対応の指針」（会報 222号掲載）に基づき、

本年度「環境問題対応アンケート」を実施しました。その結果報告を掲載し

ておりますので、ご確認ください。このアンケートの目的は、お答えいただ

く各企業が行っている環境問題対応がどの様な状況にあるのか、それを自己

判断いただき、今後の対応を検討する上での材料にしていただくことです。

これを毎年定期的に実施し、業界全体の環境問題対応レベルの底上げを図っ

ていきたいと考えております。 

 

 資料編「食品流通の未来は？」－商品マスターからのＤＸ－ ・・・・・・P53 

  冒頭でご案内した、株式会社ジャパン・インフォレックスの西田社長様の

講演資料を掲載しております。食品流通における卸の位置づけをはじめとし

て、ＤＸを切り口とした業界の未来が語られております。是非参考にしてい

ただきたいと思います。 

 

 

 会報に関するご意見、ご指摘がございましたら、協会事務局までお寄せくだ 

さい。（nsk-nhk@nifty.com）皆さまの声を会報編集の参考にさせていただき 

ます。 

「持続可能な物流の構築」関連テーマ  ・・・・・・・・・・・・・・・P45 
 
「持続可能な物流の構築に向けた取組み」について  
  ここでは、昨年 4 月より製配販 5 団体で発足した「ﾌｰﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ｻｽﾃﾅﾋﾞ

ﾘﾃｨﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（FSP）」の活動報告と現在進行中である「持続可能な物流の実現

に向けた検討会」について報告しています。FSP が目指す主旨は小売事業団

体の皆さまのご理解をいただき、本年 3 月の首都圏主要スーパーマーケット

4 社による共同宣言にまで繋がりました。また後段の検討会では、来年度以降

の法規制に向けた議論が行われていますので、ご確認ください。 
 
「サプライチェーン全体を繋ぐデータ基盤の構築」関連テーマ  ・・・・P59 
 
「卸・小売間 EDI プラットフォームの構築」について 
  2021 年 4 月より「共通プラットフォーム構築専門部会」で検討を進めてき

た「卸・小売間 EDI.PF 構想」ですが、本年の 2 月に当協会と卸 6 社及びジ

ャパン・インフォレックス社（JII 社）の間で事業開始に向けた基本合意がな

され、JII 社により本年 10 月よりサービス開始となります。その内容とリリ

ース文を掲載しました。 
 
「卸・メーカー間次世代標準 EDI 検討報告書」 
  現状、卸・メーカー間の標準 EDI は当協会が 36 年前に制定したいわゆる 
「日食協フォーマット」により受発注等の業務が行われています。このフォー 
マットを今日的に見直し、将来のあるべき姿とロードマップを検討する目的で 
昨年「次世代標準 EDI 検討専門部会」を設け検討を行って参りました。この 
中であるべき姿として、現状小売との間の標準 EDI となっている「流通 BMS」 
へ卸・メーカー間 EDI を集約し、製配販 3 層の標準 EDI とする方向を出して 
おります。この方針に沿って、本年度以降実装に向けた検討を関係諸団体・企 
業と行っていく方針です。この様な内容を含めた１年間の活動報告を掲載しま 
したので、ご確認ください。 

 
 
 
会報に関するご意見、ご指摘がございましたら、協会事務局までお寄せくだ 
さい。（nsk-nhk@nifty.com）皆さまの声を会報編集の参考にさせていただき 
ます。 


